一、株主会の議事規則
第1条 本社の株主会の議事規則は、法令、あるいは、規程が別に規定された場合を除いて、
本規則の規定に基づくべきである。

第２条　本社の株主会は、法令、あるいは、規程が別に規定された場合を除き、取締役会
　　　　によって集められること。

　　　　株主例会の召集は、三十日前に各株主に通知しなければならない、千株未満を保有する登録録株主に対して、三十日前に情報観測ステーションに公告する方式で通知することが出来る；株主臨時会の招集は、十五日前に各株主に通知しなければならない。千株未満を保有する登録株主に対して、十五日前に情報観測ステーションに公布する方式で通知することが出来る。
　　　　　通知及び公告は召集事由を記載せなければならない。
　　　　　取締役の改選、監察人、規約変更、会社の解散、合併、分割または会社法第１８５条第１項目の各セクションの条例、証券取引法第２６条の１、第４３条の６に規定される事項は、召集事由の中に列挙しなければならない、即席提案することが出来ないのである。
第3条 株主は毎回の株主会において、本社が発行した委任状を書き立てて、権限授与の範囲を記載し、委任される代理人などを明記し、株主会に出席すること。一人の株主は、一枚の委任状に限り、なお株主会が開催される５日前に本社に送り届けるべきである。委任状は重複がある場合、最初に送り届けたものを基準とすること。但し、前の委任状を撤回する声明は限らないことである。
第四条　　株主会召集の場所は、本社の所在地、あるいは株主の出席に便利かつ株主会に適合する開催場所で催すべきである。会議が始まる時刻は、午前９時より以前あるいは午後３時より以降にしてはならないである。召集の場所と時間、独立取締役の意見を充分に考量しなければならない。
第五条　本社は記名帳簿を設けて株主本人、あるいは株主に委任された代理人（以下は株主という）から出席の署名をして貰うこと。あるいは、出席株主が出席カードを納めて、出席署名の代わりにすること。本社は議事のハンドブック、年次報告書、出席証明証、発言条、表決票及びその他の会議資料を株主会に出席した株主に交付すべきである；取締役、監察人を選挙する人がいれば、別途に選挙人票を添付すること。株主は出席証、出席登録カードあるいはその他、出席を証明する書証を用いて株主会に出席すること；委任状を求める人に属する求める方は、身分証明書の文書を携帯し、勘合することに備えるべきである。政府あるいは法人が株主である場合、株主会に出席する代表人は一人とは制限しないことである。法人は受託されて株主会に出席する場合、一人だけが出席代表者として指定されることができる。
第6条 株主会は取締役会から召集する場合、その主席は代表取締役によって担当されること。
代表取締役は、休暇を取るあるいはなにかによる職権が行使できない場合、副代表取締役が代理とすること、副代表取締役がない、あるいは副代表取締役も休暇を取るあるいはなにかによる職権が行使できない場合、代表取締役から一人の常務取締役を指定して
代理すること；常務取締役が定めなかった場合、一人の取締役を指定して代理すること、
代表取締役は代理人を指定しなかった場合、常務取締役あるいは取締役がお互いに一人を推薦して代理すること。取締役会が召集した株主会、取締役会の過半数の取締役が出席に参与すべきである。株主会は取締役会以外のその他の集権人が召集した場合、主席は該当集権人が担当とすること。召集集権人は二人以上がいる場合、お互いに一人を推薦して担当とするべきこと。本社は委任した弁護士、会計士、あるいは相関人員を派遣して、株主会に列席することができるのである。
第7条 本社は、株主会の会議過程の全過程を録音する、あるいはビデオ撮影をして、なお最少一年保存すること。ただし、株主は会社法第１８９条に基づいて訴訟を提起する者がいれば、訴訟終結までに記録を保存しなければならない。

第8条 株主会の出席は、持ち株を計算基準にすべきである。出席した持ち株数は、出席記録名簿あるいは納めた出席記録カードで計算すべきである。会議時間になった時に主席が即時に会議が始まると宣言すべきである。ただ、発行済み株総数の過半数を代表する株主の出席が到達できなかった場合、主席は会議時間が遅延されるになる宣言をすることができる。その遅延する回数は２回と限られる。遅延時間の合計は1時間を超過することができない。遅延回数は２回があったが、依然として、発行済み株総数の三分の一を代表する株主の出席が到達できなかった場合、主席から流会を宣言すること。前項遅延二回にしても、規定された発行済み株総数の過半数を代表する株主の人数までに依然として、到達できなかったのだが、発行済み株総数の三分の一を代表する株主の出席が到達できた場合、会社法第１７５条第１項の規定に基づいて、仮決議にすることができる。
なお、仮決議を用いて、１か月以内に再度株主会を召集することを各株主に通知すること。当回の会議が終了する前に、もし出席した株主が代表している株数の総数は、
発行済み株総数の過半数を超過した場合、主席は作成した仮決議を会社法第１７４条の規定に基づいて、再度株主会に提出し表決にすること。
第9条 株主会は株主例会から召集する場合、その議事日程は取締役会によって取り決められること。会議はアレンジされた議事のスケジュールに沿って進行するべきである。株主会の決議を経なければ、議事スケジュールを変更することができないことである。株主会は取締役会以外のその他の召集権がある召集権人から召集した場合、前項の規定を基準にして使用することができる。前二項のアレンジされた議事のスケジュールは議事（臨時提案を含む）において、終了する前に決議を経なければ、主席は勝手に散会を宣言することが出来ない；主席は議事規則を違反した場合、散会を宣言したもの、取締役会、その他のメンバーは迅速に出席した株主を協力して、法定プロシージャに従って、出席した株主表決権過半数の同意で一つの担任出席を推選し、会議を継続させること。出席は議案及び株主が提出した修正案あるいは即時の動き提案について、充分の説明及び党論の機会を与えるべきである。表決に付する程度に達したことが認められた時に、討論停止を宣言し、表決に付することができる。

第10条 出席した株主が発言する前に、発言シートを書き立てて、発言の要旨を記載することが必須である。発言シートには株主の登録番号（あるいは、出席証の番号）及び株主名義姓名などを記入し、出席は彼の発言の順位を設定することである。
　　　　　　　　出席した株主は発言シートを提出したのだが、発言しなかった場合、未発言と見なされること。発言内容と発言シートの記載内容に符合しなかったものは、その発言した内容を基準とすることである。
　　　　　　　　同一議案の各位の株主の発言は、出席の同意を得なければ、２回を超えた発言ができない。毎回は五分間を超過することができない、ただ株主の発言は規定を違反したあるいは議題範囲を超えたものは、出席がその発言を制止することが出来る。出席株主は発言する時、その他の株主は主席及び発言する株主の同意を得る場合を除いて、発言の邪魔をしてはならないことである。違反したものは主席がその邪魔を制止するべきである。法人株主は二人以上の代表者を派遣し、株主会に出席した場合、同一議案に対しては、ただ一人だけが発言できる。出席した株主が発言した後、主席は自らあるいは相関人員に指定して応答することが出来る。
第十一条　株主会の表決は、持ち株で表決する基準とするべきである。
　　　　　株主会の決議は、表決権がない株主の持ち株数について、すでに発行済み株総数の計算に組入れられないことである。

　　　　　株主は会議の事項に対して、自身の利害関係が本社の利益に悪い影響を及ぼす恐れがある時に、表決に加入することが出来ない、なおほかの株主を代理して、彼らの表決権を行使することが出来ない。
　　　　　前項には表決権を行使することが出来ない株数は、主席した株主の表決権数の計算に組入れられないことである

　　　　　信託事業あるいは証券の管理当局が許可した株業務の代理機関を除けば、一人は同時に二人以上の株主に委任される時に、その代理した表決権は発行済み株総数表決権の百分
　　　　　の三を超過してはならないのである。超過した時にその超過した表決権は計算に組入れられないことである。
第十二条　株主は、株ごとにひとつの表決権を有することである；但し、制限されるあるいは
表決権がないものはこの制限に限られていないことである。議案の表決について、会社法及び本社の規約が別途に規定があるほか、出席した株主表決権過半数の同意を得れば通過とすることである。表決をする時に案件ごとに逐次に主席、あるいは指定人員から出席した株主の表決権の総数を宣言して、議案は主席から全体出席した株主に意見を徴収し、異議者がないとすれば、該当提案が通過されたとすることである。その効力は投票決定と同じである；異議者があるもの、前項規定に基づいて、投票方式で表決すべきである。議事スケジュールにリストされた議案を除いて、株主が提出したその他の議案あるいは元の議案の修正案あるいは代替案について、その他の株主の附議があるべきである。提案人と附議人代表の持ち株権は、発行済み株の表決権総数の百分の一に達するべきである。同一議案には修正案あるいは代替案がある時に、主席は原案と併合してから、その表決の順位を設定することである。もし、その中の一案はすでに通過を獲得した場合、その他の議案は即に否決されたと見なされることである。再び表決にする必要がないである。議案表決の投票を監査する及び票を集計する人員は主席から指定すること。ただし、投票を監査する人員は、株主の身分を具有すべきである。票を集計するのは、株主会の会場内に公開的に行うべきである。表決の結果について、その場で報告をし、なお記録として作成すること。
第十三条　株主会は取締役、監査人などを選挙する時に、本社が定めた相関の選任規範に基づいて、選挙を行うべきである。なお、その場で選挙結果を發表すべきである。前項選挙事項の選挙票は、投票を監査する人員から密封してから署名をした後に、妥当に保管し、なお、最少一年までに保存すること。ただし、株主は会社法第１８９条に基づいて訴訟を提出した場合には、訴訟終結までに記録を保存しなければならない。
第十四条　株主会の議決事項は、議事録に作成すべきである。主席から署名あるいは判を押すことである。なお、株主会の会議した後二十日以内に、議事録を各株主に配ること。

　　　　　本社は、千株未満を保有する登録録株主に対して、前項議事録の配布について、公開情報観測ステーションに入力して公告する方式を採用することが出来る。議事録は確実に会議の年、月、日、場所、主席姓名、決議方法、議事経過の要領及びその結果を記載しなければならない。本社は存続する期間において、永久保存にするべきである。前項決議方法は、主席が株主に対して、意見を徴集して、株主は議案に対して異議を唱えるものがない場合、「主席から出席した株主全員に意見を徴集して、異議者がないという結果で通過した」という記載をすべきである；ただ株主は議案に対して異議があれば、表決方式及び通過表決権の議決権がある権数と権数比率を明記にするべきである。第一項の議事録の製作と配布は、電子メール方式で行うことができる。
第十五条　株数を徴集する人が得られた株数と受託代理人が代理している株数は、本社が株主会の

会議が開催される当日において、規定されたフォーラムに従って統計表を編成すべきである。株主会の会場内に明確に掲示すべきである。株主会の決議事項は、もし法令規定に属して、台湾証券取引所株式有限会社（財団法人中華民国証券ｶｳﾝﾀ売買センター）が規定した重大情報であるものがあれば、本社は規定時間内にその内容を公開情報観測ステーションに転送すべきである。
第十六条　株主会を主催する会務人員は、識別カードあるいは腕章を身に着けるべきである。
　　　　　主席は秩序維持担当者あるいは保全人員を指揮することができる、秩序維持担当者と保全人員は会場の秩序を維持することに協力する時、「秩序維持担当者」の文字がある腕章あるいは、識別カードを身に付けるべきである。
　　　　　会場には、拡声器の設備が配置される場合、株主は本社が配置した拡声器の設備を使った発言ではない時に主席は制止することができる。

　　　　　株主は議事規則を違反し、主席の指示と是正を服従しない場合、会議の進行を妨げて、制止されても服従しないものなどは、主席が秩序維持担当者あるいは保全人員を指揮し、彼らを会場から退場してもらうことができることである。
第十七条　会議は進行する時、主席が時間を見計らって、休憩を宣言することができる。不可抗力の事情が発生した場合、主席は暫く会議が停止することを裁定することが出来る。なお、状況を因んで、会議が続行する時間を宣言すること。株主会はアレンジされた議事スケジュールは議事（臨時提案を含む）が終了する前に、会場の場所が継続的に使用されることができない場合、株主会の決議で別の場所を見つけて会議を再開することができる。株主会は会社法第１８２条の規定に基づいて、五日以内に延期あるいは集会が続行することを決議することができる。
二、取締役及び監察役を選挙する方法

第一条　　本方法は会社法、証券取引法、本社規約及び管理主管機関の規定に基づいて定めることである。

第2条 本社は取締役及び監察役の選任について、法令あるいは規約が別途に規定したものを除いて、
本方法に基づいて扱うべきである。
第3条 本社は取締役がなんらかの原因で解任された場合、人数が五人未満となった場合、

会社は最近一回の株主会補欠選挙あるいは取締役の欠員は規約が定めた席数の三分の一に達した場合、事実が発生した日から六十日以内に株主会臨時大会を召集して補欠選挙を行うべきである。
第4条 政府あるいは法人は本社の株主である時、主管機関が許可したものを除いて、その代表人が同時当選あるいは本社の取締役及び監察役を担任することができないのである。会社法第27条第二項の規定に適用することができないことである。

　　　　主管機関が許可したものを除いて、本社は取締役が過半数を超過する席位について、下記の通りにリストされた関係の一つを具有してはならないである：

1、 配偶者

二、二親等以内の親族

　　　　　主管機関が許可したものを除いて、本社は監察役あるいは監察役と取締役の間に最少一席以上は、上記の通りにリストされた関係の一つを具有してはならないである：

第五條   本公司董事或監察人之當選人不符前條第二項或第三項規定時，應依下列規定決定當選

之董事或監察人：

一、董事間不符規定者，不符規定之董事中所得選票代表選舉權較低者，其當選失其效

力。

二、監察人間不符規定者，準用前款規定。

三、監察人與董事間不符規定者，不符規定之監察人中所得選票代表選舉權較低者，其

當選失其效力。

已充任董事或監察人違反前條第二項或第三項規定者，準用前項規定當然解任。

本公司股東同時當選董事及監察人時，應自行決定擔任董事或監察人，其所空之缺額由

所得選舉權次多者遞補。

第六条　本社は取締役及び監察役の選挙について、各株数には、選出されるべき取締役あるいは監察役人数と同じな選挙権がある。集中的に一人を選挙することができる。あるいは分けて数人を選挙することも出来る。得られた選挙票から選挙権が比較的に多くあるものが取締役あるいは、監察役に当選されることを代表することである。
第七条　取締役会は取締役及び監察役を選出する人数と一致する選挙票を製作及び準備するべきである。なおその権数を記入すること、株主会の株主に配布し、選挙人の記名は、選挙票の上にプリントされた出席証の番号で代表されることが出来ます。
第八条　本社の取締役及び監察役は会社規約が定めた人数について、得られた選挙票数は選挙権数を比較的に多く代表できるものは、順位によって当選することである。もし二人以上の被選挙人が得られた権数が一致した場合、なお当選する規定人数を超過した場合、得られた権数が一致したもの同士が籤引きで決定すること、未出席者は主席が代わって籤を引くことが出来る。
第九条　選挙が開始する前、主席から株主身分がある投票監査員、幾人の票を集計する人員などを指定するべきである。各項目に相関職務を執行すること、投票箱は取締役会が製造と準備をすること。投票する前に投票監査員は皆の前に投票箱の封を開けて集計することである。
第十条　被選挙人は株主である身分を持つものならば、選挙人は選挙票に被選挙人欄に被選挙人の
　　　　欄に被選挙人の名義及び株主登録番号；株主でない身分を持つものならば、被選挙人の氏名及び身分証明書文件登録番号を明記にすべきである。ただ、政府あるいは法人株主は被選挙人である時、選挙票に被選挙人の欄に被選挙人の名義ところに該当政府あるいは法人名称を記入すべきである。該当政府あるいは法人名称及び代表人姓名；代表人が数人が有る場合、それぞれに代表人の姓名を記入すべきである。

第十一条　選挙票
第十一條 選舉票有左列情事之一者無效：

一、不用董事會製備之選票者。

二、以空白之選票投入投票箱者。

三、字跡模糊無法辨認或經塗改者。

四、所填被選舉人如為股東身分者，其戶名、股東戶號與股東名簿不符者；所填被選舉

人如非股東身分者，其姓名、身分證明文件編號經核對不符者。

五、除填被選舉人之戶名（姓名）或股東戶號（身分證明文件編號）及分配選舉權數外，
夾寫其他文字者。

六、所填被選舉人之姓名與其他股東相同而未填股東戶號或身分證明文件編號可資識別

者。

第十一つ選挙チケットは左の列事情の一つ人の効き目がない：がある
一の、ない取締役会が作って備えた投票用紙者。で
二の、は空白の投票用紙で。を投票箱者投入します
三の、は筆跡はぼんやり見分けることが出来ないあるいは通じて。を人改竄する
四の、は被選挙人を埋め立てて号と株主名が株主戸がその口座名、が，を株主の地位身分者に及ぶ帳簿は；を人一致しない被選挙人を埋め立てる通りに非の株主の地位身分者は，はその氏名、は身分証明書の明文件は整理番号を付けて通じて勘合して。を人一致しない
五の、除する身分証明書の明文件の番号の）及び分配の選挙権数が氏名）あるいは株主戸の号の（が被選挙人の口座名（を埋め立てる外，はさみ。をほかの文字者書く
六の、は被選挙人の氏名とほかの株主を埋め立てるのは同じで号あるいは身分証明書の明文件の番号を株主戸埋め立てていない助けになって。を人鑑別することが出来る
第11記事の投票用紙は無効であるために情況の1つを去った:  

最初に、準備役員会の投票用紙を使用しない。
2番目に、投資の投票箱の空白の投票用紙によって。
3番目に、読みにくい手書きは修正の後でまたは識別してない。
4番目に、世帯主の株主のアイデンティティのための、名前、名前のない記号の株主の世帯数および株主の記録のような有権者によって記入する; 選ばれる非株主のアイデンティティのような人間、名前、検査のない記号の後のアイデンティティの証拠の公文書番号と満ちる。
五番目に、のほかに有権者(名前)によっての世帯主の名前を記入するまたは株主の世帯数(アイデンティティの証拠の公文書番号)および割り当ての選挙の重量は、他の執筆を書くことの挿入をする。
六番目に、公文書番号が認識を助けるかもしれないことを同じが他の株主で株主の世帯数記入されなかったまたはアイデンティティは証明した有権者によっての名前を記入する
。

無効の状況第次の選挙の投票は1つの任意の数：まず、委員会が投票用紙を準備しない。第二に、投票箱に投票用紙が空欄にした。 3、判読またはそれらの変更された身分証明書人できません。4、有権者によって満たさなど、これらの株主の身元、自分のユーザー名、株主の口座番号の株主登録簿と矛盾する。有権者によって満たさ人は、チェックイン時にいない場合は、その株主は、その名前、IDカード番号矛盾。 5、権利の投票でさらに数の分布にユーザー名満たされた選挙の（名）または株主と）識別番号（口座番号、フォルダれていた言葉を書いて、他の。 6は、同じ名前の有権者と他の株主又は身分証明書番号を特定できる人を株主の口座番号を提供することなくいっぱい。
第十二條 投票完畢後當場開票，開票結果由主席當場宣布董事及監察人當選名單。

第十二つ投票は開票の結果が，が終わった後、その場で開票する主席によりその場で取締役を宣言する及び監査役の当選の名簿。
終わる記事の投票が場面で点検を書いた後第12大統領によって、点検に場面で受託者を発表するために結果を書き、スーパーバイザーはネームリストと選ばれた。
第12条スポットの開票後、投票社長取締役および選挙の監督のスポットリストに宣言された。
第十三條 當選之董事及監察人由本公司董事會發給當選通知書。

第十三つ当選の取締役及び監査役は本社の取締役会により交付して通知書。が当選する
受託者のおよびスーパーバイザーはこの会社の役員会によって第13記事の選挙選ばれた文書による通知を出す。
第13条、取締役と監督委員会会社の選出通知を発行選出された。
第十四條 本辦法未規定事項悉依公司法、證券交易法及有關法令規定辦理。

第十四条　本方法は規定されなかった事項は会社法に基づく、証券取引法及び相関法令の規定に基づいて扱うこと。
第14条の事項は、この方法に記載され、会社法、証券取引法および関連法令に基づきではありません。
第十五條 本辦法由股東會通過後施行，修正時亦同。

第十五条　本方法は、株主会を通過した後に施行する、修正も同じである。
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